
令和４年度　普通交付税算定結果　総括表
令和4年度 令和4年度 令和3年度

算定結果 当初予算(見込) 額 率（％） 算定結果 額 率（％）

A B C=A-B D=C/B E F=A-E G=F/E

500億2,587万円 509億9,421万円 △9億6,834万円 △1.9 508億4,053万円 △8億1,467万円 △1.6

23億7,053万円 18億3,000万円 5億4,053万円 29.5 56億2,827万円 △32億5,774万円 △57.9

476億5,534万円 491億6,421万円 △15億　887万円 △3.1 452億1,226万円 24億4,308万円 5.4

338億8,569万円 342億1,921万円 △3億3,351万円 △1.0 320億5,185万円 18億3,384万円 5.7

137億6,965万円 149億4,500万円 △11億7,535万円 △7.9 131億6,041万円 6億　924万円 4.6

0.000827104 － － － 0.000689640 － －

△3,941万円 － △3,941万円 － △3,118万円 △823万円 △26.4

137億3,023万円 149億4,500万円 △12億1,477万円 △8.1 131億2,923万円 6億　100万円 4.6

161億　 76万円 167億7,500万円 △6億7,424万円 △4.0 187億5,750万円 △17億1,567万円 △14.2

（注２）令和３年度算定結果は、令和３年８月の当初算定時の金額です。令和３年度は、国の補正予算に伴う再交付がありました。
　　　　（参考：令和３年度普通交付税決算額　１５０億５，４５７万円）

基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）（上記ａ）及び基準財政収入額（上記ｄ）の内訳については別紙をご参照ください。

基準財政需要額　計　　　　　c
（臨時財政対策債振替後） （a-b）

区分

当初予算に対する増減 令和3年度に対する増減

基準財政需要額
（臨時財政対策債振替前）　　a

臨財債振替額
（発行可能額）　　　　　　　b

（注１）表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値の計と合計は一致しない場合があります。

基準財政収入額　　　　　　　d

交付基準額　　　　　　　　　e
（c-d）

調整率  　　　　　　　　    f

調整額　　　　　　　　　　　g
（c×f）

当初交付決定額　　　 　     h
（e+g）

普通交付税+臨財債発行可能額 i
（h+b）


